
 ６川こ保対第１２０６号  

令和６年１２月１９日 

 

 令和７年４月認可保育所開設予定事業者 様 

 令和７年４月家庭的保育事業等開設予定事業者 様 

 

川崎市こども未来局保育・幼児教育部 

保育対策課長 

保育第２課長 

 

保育所設置及び家庭的保育事業等認可申請手続きについて（依頼） 

 

日頃から、本市の保育行政に御理解・御協力をいただきありがとうございます。 

 さて、令和７年４月開設予定の保育所設置認可申請手続きについて、次のとおり御案内

いたしますので、内容を御確認いただき期日までに申請書類を提出くださいますようお願

いいたします。 

 

１ 申請書類 

 別紙「保育所等の認可申請書類について」のとおり 

 

２ 提出締切 

令和７年２月１４日（金） 

※預金残高証明書については、令和７年３月１４日（金）までに提出とすることも可 

  ※検査済証については、令和７年３月７日（金）までに提出することも可 

 

３ 提出先 

オンライン手続かわさき（ｅ－ＫＡＷＡＳＡＫＩ）（手続き名：児童福祉施設認可申請） 

https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-6e33

-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start 

※ 提出方法の詳細については、別紙「保育所等の認可申請書類について」参照 

 

 

保育対策課 溝田・髙川担当 

電話０４４－２００－３４７３ 

保育第２課 菅原・久松担当 

電話０４４－２００－０２２６ 

https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-6e33-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start
https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-6e33-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start


保育所等の認可申請書類について 

 

１ 提出書類 

番号 提出書類 
後 日 提
出可 

１ 保育所設置（家庭的保育事業等）認可申請書（様式あり）  

２ 
案内図（最寄り駅、周辺の認可保育所等、公園等との位置関係が分

かるもの） 
 

３ 平面図（各室の用途、面積等が分かるもの）  

４ 
・各室名称面積表（様式あり） 

・敷地内に屋外遊戯場がない場合は、代替公園の案内図。 
 

５ 
・建物賃貸借契約書の写し 

・土地を賃借している場合は、土地賃貸借契約書の写し 
 

６ 
建築基準法の規定による検査済証（建築、昇降機、小型昇降機）及

び消防用設備等の検査済証 
〇 

７ 
評議員・監事を含む役員名簿（役職名、生年月日、就任年月日、住

所、主な勤務先と役職名を記載） 
 

８ 

・職員名簿（様式あり） 

・資格証明書の写し（取得手続き中の場合は、資格取得見込証明書

や登録済通知書の写し） 

 

９ 施設長の履歴書  

１０ 事業計画書（様式あり）  

１１ 事業収支予算書（様式あり）  

１２ 
施設の運営についての重要事項に関する規程（運営規程）（様式あ

り） 
 

１３ 定款、就業規則、給与規程、経理規程等  

１４ 預金残高証明書 〇 

１５ 過去３か年の貸借対照表  

１６ 過去３か年の収支計算書又は損益計算書  

１７ 履歴事項全部証明書  

１８ 調理業務委託契約書の写し（調理業務委託の場合のみ）  

 

 

 

 



２ 提出方法 

（１）オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）から提出してください。 

（２）提出書類は番号ごとにＰＤＦ化し、ＺＩＰファイルにて提出してください。こ

のとき、題名、ファイル名は番号としていただきますようお願いいたします。 

（３）所定の様式があるものについては、ＰＤＦ化する前のファイル形式のものも併

せて提出してください。 

 

オンライン手続かわさき（ｅ－ＫＡＷＡＳＡＫＩ）（手続き名：児童福祉施設認可申請） 

https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-

6e33-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start 

 

３ 注意事項 

（１）御提出いただいた書類を確認後、修正の必要がある場合には担当者から連絡を

しますので速やかに修正を行っていただき、再度御提出ください。 

（２）保育所設置認可申請書は、押印を廃止しています。 

（３）提出期限までに検査が完了していない等、検査済証をやむをえず準備できない

場合は各担当者に事前に御連絡ください。 

（４）職員名簿において、２月１４日提出時点で求人中及び採用手続き中等の保育士

等がいる場合には、どのような状況か分かるよう、氏名欄に「求人中」「採用手続

き中」等 1 名ごとに記載し、備考欄に詳細を記載してください。 

（５）施設長の履歴書は認可申請日の直近１か月以内のものとしてください。 

（６）預金残高証明書は認可申請日の直近１か月以内のものとしてください。 

 

 

https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-6e33-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start
https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/bcf8a5a1-6e33-41c6-9f38-8971ee66f0cc/start


保育所設置認可申請書 

 

令和  年  月  日  

（宛て先）川崎市長  

 

事 務 所 等 所 在 地 

法人名又は団体名 

代 表 者 職 氏 名  

 

 児童福祉法第３５条第４項の規定により保育所を設置したいので、必要書類を添えて申請します。 

 

１ 名称及び位置 

（１） 名  称  ○○保育園 

（２） 位  置  川崎市○○区○○町○丁目○番○号 

 

２ 建物その他設備の規模及び構造 

（１） 延床面積 ○○○㎡ 

（２） 構  造 ○○造○○階建て○○階 

 

３ 運営の方法 

（１） 定  員 ○○人 

（２） 開所日及び開所時間 

月曜日～土曜日（日曜日、祝日及び年末年始（１２月２９日～１月３日）は休所日とする。） 

ア 通常保育時間 ○時○○分～○時○○分 

  （コアタイム）○時○○分～○時○○分 

イ 延長保育時間 ○時○○分～○時○○分 

        ○時○○分～○時○○分 

（３） 受入年（月）齢  ○歳（か月）～ 

 

４ 経営の責任者及び福祉の実務に当る幹部職員の氏名及び経歴 

（１） 経営責任者  氏  名   

           生年月日   

           学  歴   

           職  歴  平成○〇年〇月 〇〇〇入社 

                 平成〇〇年〇月 〇〇〇退社 

（２） 幹部職員   氏  名   

    （施設長）  生年月日   

           学  歴   

          職  歴  平成○〇年〇月 〇〇〇入社 

                平成〇〇年〇月 〇〇〇退社 

 

５ 事業開始の予定年月日  令和  年  月  日 

検査済証・賃貸借契約書の面積と 
一致させてください。 

開所時間は、次のいずれかです。 
 
【１】 
通常保育  ７時００分～１８時００分 
延長保育 １８時００分～２０時００分 
 
【２】 
通常保育  ７時３０分～１８時３０分 
延長保育  ７時００分～ ７時３０分 
       １８時３０分～２０時００分 
 
また、短時間認定の児童を受け入れる
「コアタイム」は、８時３０分～１６時３０
分、９時～１７時のいずれかとなりま
す。 
 

職歴は詳しく記載してください。 



冷暖房

０歳児室 ㎡

１歳児室 ㎡

２歳児室 ㎡

３歳児室 ㎡

４歳児室 ㎡

５歳児室 ㎡

遊戯室（多目的ホールなど） ㎡

一時保育室 ㎡

事務室（医務スペース含む） ㎡

調理室 ㎡

乳幼児便所 ㎡

調乳室 ㎡

沐浴室 ㎡

相談室 ㎡

職員休憩室 ㎡

地域子育て支援（交流ｽﾍﾟｰｽ） ㎡

その他 ㎡

㎡

屋外遊戯場（園庭・ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰ） 有 ・無 ㎡

㎡

m

敷地内に屋外遊戯場がない場合の代替場所　　

経路・安全対策

各室名称面積表

室名 面積

保育所等延床面積

※保育室、屋外遊戯場は、有効面積を記載してください。

　　　名称（公園名など）

　　　面積

　　　保育所からの距離（道のり）

認可申請書の２－（１）の延

床面積と一致させてください。

冷暖房設備があ
れば、○を記入



職員配置数 川崎市職員配置基準

施設長

常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

1日の労働時
間
（a）

週の労働日数
（b）

月の労働時間
（a*b*4週）

1 施設長 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 15.0年 異動

2 保育士（主任） R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 10.0年 異動

3 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 12.0年 採用

4 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 8.0年 異動

5 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 5.0年 異動

6 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 2.0年 採用

7 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 1.0年 異動

8 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 採用

9 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 採用

10 保育士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 採用

11 看護師 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 7.0年 採用

12 保育補助 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 2.0年 採用

13 栄養士 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 5.0年 異動

14 調理員 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 5.0年 採用

15 保育士 R5.4.1 非常勤 4時間 5日 80時間 14.0年 異動

16 保育士 R5.4.1 非常勤 4時間 5日 80時間 10.0年 採用

17 事務員 R5.4.1 常勤 8時間 5日 160時間 .0年 採用

18 0時間

19 0時間

20 0時間

21 0時間

22 0時間

23 0時間

24 0時間

25 0時間

26 0時間

27 0時間

28 0時間

29 0時間

30 0時間

その他国基準保育士

市加配保育士

国基準調理員

○○保育園　職員名簿（令和７年４月１日時点）

保育士 看護師（准看護師） 調理職員 配置基準

条例保育士

職員配置数

○○　○○

○○　○○ ▲▲保育園

市加配調理員

Ｎｏ 氏名 職種
雇用
開始日

雇用
形態

所定労働時間
認可保育
所での経
験年数
（R6.4.1時
点）

採用等

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

〇〇保育園

◆◆保育園

□□保育園

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

○○　○○

☆☆保育園

○○　○○

○○　○○

○○　○○

〇〇保育園

異動元施設名（異動の場合
に限る）

備考

〇〇保育園

記入例

重要事項説明・

運営規定との整

合性を図ること。

法人内異動の場

合は『異動』を選

んでください。

『職種』はプルダウンから選んでください。

保育士資格がある場合は『保育士』資格

証がない補助者の場合は『保育補助』に

なります。他、資格に応じて『地域限定保

育士』『幼稚園教諭』等を選んでください。

『常勤』の定義は１日６時

間以上かつ週５日以上と

なります。それ以下の就

労の場合は『非常勤』とし

て下さい。

資格取得手続き中の場合

は手続き中である旨を記載

の上、資格取得見込証明書

や登録済通知書の写しを添

付して下さい。

※調理委託の場合は契約書で人数を確認しますので、名簿の記載は不要です。

※園医の名簿への記載は不要です。

※この名簿をもとに職員配置状況の確認を行いますので、正確な記載をお願いしま

す。
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事業計画書 

 

１ 施設概要 

保 育 所 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

施 設 長 氏 名  

受 入 年 齢  

定 員 
０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

人 人 人 人 人 人 人 

 

２ 運営方針、保育目標 

 

 

３ 要望・苦情に対する対応について 

苦情解決に向けた体制について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 2 - 

４ 実務を担当する幹部職員（施設長）について（社会福祉法人、学校法人以外の法人はい

ずれかの□を選択） 

□ 次のいずれの要件にも該当 

・実務を担当する幹部職員が、保育所等において２年以上勤務した経験を有する者で

あるか、若しくはこれと同等以上の能力を有すると認められる者であるか、又は、

経営担当役員者に社会福祉事業について知識経験を有する者を含む。 

・社会福祉事業について知識経験を有する者、保育サービスの利用者（これに準ずる

者を含む。）及び実務を担当する幹部職員を含む運営委員会（保育所の運営に関し、

当該保育所の設置者の相談に応じ、又は意見を述べる委員会をいう。）を設置する。 

※運営委員会の運営について説明する資料を添付してください。 

 

□ 経営担当役員者に、保育サービスの利用者（これに準ずる者を含む。）及び実務を

担当する幹部職員（施設長）を含む。 

 

 

５ 給食について（いずれかの□を選択し、委託の場合は契約書を添付） 

□ 直営       □ 委託 

 

 



予算（千円）

※作成時点で見込まれている実利用児童数に基づき積算してください。

旅費交通費

退職給付費用

支
出

支出計

人件費支出

福利厚生費

消耗器具備品費
日用品費
賃借料
雑費

保育材料費
水道光熱費

賃借料

租税公課
保守料

広報費
業務委託費
手数料

土地・建物賃借料

保健衛生費

事業費支出
給食費

研修研究費
事務消耗品費
水道光熱費
燃料費
修繕費
通信運搬費

保険料

会議費

事業収支予算書（令和７年度）

内訳勘　定　科　目

経常経費寄附金収入

収入計

職員給料

職員賞与
非常勤職員給与
派遣職員費

事務費支出

その他の収入

雑収入

受取利息配当金収入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入
委託費収入

利用者等利用料収入
その他の事業収入

法定福利費

利用者等外給食費収入



 

○○保育園 運営規程 

 

 （事業所の名称等） 

第１条 ○○が設置するこの保育園の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（1） 名称 ○○保育園 

（2） 所在地 川崎市〇〇区〇〇 

 （受入年齢及び利用定員） 

第２条 ○○保育園（以下「当園」という。）が受け入れる子どもの年齢は、生後○か月

から小学校就学前までとする。 

２ 当園の利用定員は、子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第１９条第１項各

号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとに、次のとおりとする。 

（1） 法第１９条第１項第２号の子ども（保育を必要とする３歳以上児。以下「２号認

定こども」という。） ○○人 

（2） 法第１９条第１項第３号の子ども（保育を必要とする３歳未満児。以下「３号認定

子ども」という。）のうち、１歳以上の子ども ○○人 

（3） ３号認定子どものうち、１歳未満の子ども ○○人 

 （施設の目的及び運営の方針） 

第３条 当園は、児童福祉法（以下「児福法」という。）第３９条の規定に基づき、保育

を必要とする子どもの保育を行い、その健全な心身の発達を図ることを目的とする児

童福祉施設であり、利用する子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進

することに最もふさわしい生活の場であるよう努めるものとする。 

２ 当園は、その目的を達成するために、保育に関する専門性を有する職員が、家庭との

緊密な連携の下に、子どもの状況や発達過程を踏まえ、保育園における環境を通し

て、養護及び教育を一体的に提供するものとする。 

３ 当園は、利用する子どもを保育するとともに、家庭や地域の様々な社会資源との連携

を図りながら、利用する子どもの保護者に対する支援及び地域の子育て家庭に対する

支援等を行うものとする。 

 （職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 当園が保育の実施にあたり配置する職員の職種、員数及び職務の内容は、次のと

おりとする。 

（1） 園長 １人 

職員及び業務の管理を一元的に行い、職員に対し法令等を遵守させるため必要な指

揮命令を行うとともに、利用する子どもを全体的に把握し、園務をつかさどる。 

（2） 主任保育士 ○人 

園長を補佐し、保育内容について他の保育士を統括するとともに、保護者からの育

児相談、地域の子育て支援活動、地域住民等の子どもの療育支援を行う。 

（3） 保育士 ○○人以上 

   保育に従事し、その計画の立案、実施、記録及び家庭連絡等の業務を行う。 

（4） 看護師 ○人 

保育に従事し、その計画の立案、実施、記録及び家庭連絡等の業務を行うととも

に、利用する子どもの健康管理を行う。 
 

法人独自様式の使用も可。た

だし本規程の記載事項が網羅

されていること。 



 

（5） 栄養士 ○人 

利用する子どもの発達段階に応じ、必要な栄養量等を計算しながら、離乳食・幼児

食の献立を作成するとともに、給食調理を行う。 

（6） 調理員 ○人 

   栄養士の作成した献立に基づき、給食及びおやつ等の調理を行う。 

（7） 事務員 ○人 

  園の庶務及び会計事務を行う。 

（8） 嘱託医 １人 

  利用する子どもの健康診断及び健康管理を行う。 

（保育の提供を行う日及び行わない日） 

第５条 当園が保育の提供を行う日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、国民の祝

日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで）は除く。 

 （保育の提供を行う時間） 

第６条 当園が保育の提供を行う時間は、次のとおりとする。 

（1） 保育標準時間認定を受けた子どもの場合 

７時（７時３０分）から１８時（１８時３０分）までの範囲内で、保育を必要とす

る時間とする。なお、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必

要な場合は、１９時（２０時）までの範囲内で、時間外保育を提供する。 

（2） 保育短時間認定を受けた子どもの場合 

８時３０分（９時）から１６時３０分（１７時）までの範囲内で、保育を必要とす

る時間とする。なお、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必

要な場合は、７時から１９時（２０時）までの範囲内で、時間外保育を提供する。 

 （提供する保育等の内容） 

第７条 当園が提供する保育等の内容は、次のとおりとする。 

（1） 特定教育・保育及び時間外保育の提供 

前２条に規定する日及び時間において、法第２７条第１項に規定する特定教育・保

育及び同第５９条第２号に規定する時間外保育を提供する。 

（2） ３歳以上児への主食・副食の提供 

  ３歳以上児に対しても、主食・副食を提供する。 

（3） ○○事業の実施 

その他地域子育て支援拠点事業や一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動

事業等法第５９条各号に規定する事業を実施する場合は、その実施内容を個別に記

載。 

（4） ○○の実施 

   その他園で特色ある取組を行っている場合は、その取組内容を個別に記載。 

（保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及び金額） 

第８条 当園から特定教育・保育を受けた教育・保育給付認定子どもの保護者は、その教

育・保育給付認定を受けた市町村に対し、当該市町村が定める利用者負担額を支払う

ものとする。 

ただし、２号認定子どもは除く。 

２ 当園は、前項に掲げる利用者負担額のほか、特定教育・保育等において提供される便

宜に要する費用等のうち、別表に掲げる費用の支払を受けるものとする。 



 

 （利用の開始に関する事項） 

第９条 当園の利用は、市町村から特定教育・保育の実施について委託を受けたときに、

開始するものとする。 

 （利用の終了に関する事項） 

第１０条 当園の利用は、次の場合に終了するものとする。 

（1） 利用する子どもが小学校に就学するとき。 

（2） 利用する子どもの保護者が児福法その他の関係法令に定める保育を必要とする要件

に該当しなくなったとき。 

（3） その他利用の継続について重大な支障又は困難が生じたとき。 

 （緊急時等における対応方法） 

第１１条 当園は、特定教育・保育の提供を行っているときに、利用する子どもに体調の

急変が生じた場合や事故が発生した場合は、速やかに当該子どもの保護者及び市に連

絡するとともに、当該子どものかかりつけの医療機関その他の医療機関に受診させる

等の必要な措置を講じるものとする。 

２ 当園は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するとともに、

その分析を行い、改善策を講じるものとする。 

３ 当園は、特定教育・保育の提供により、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償

を速やかに行うものとする。 

 （非常災害対策） 

第１２条 当園は、日頃から消防計画や災害対応マニュアル等を作成し、消火器等の消火

用具の設置や非常口その他の必要な設備を設けるとともに、避難・備蓄用品等を備

え、毎月１回以上の避難・消火訓練を実施し、非常災害時の伝言方法・避難場所等を

明確にしておくものとする。 

 （虐待等の防止のための措置） 

第１３条 当園は、利用する子どもの人権の擁護及び虐待の防止を図るため、責任者を設

置する等の必要な体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の

措置を講じるものとする。 

 （記録の整備） 

第１４条 当園は、特定教育・保育の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存するものとする。 

（1） 日々の特定教育・保育の提供の記録 

（2） 特定教育・保育の提供にあたっての計画 

（3） 特定教育・保育の受給に係る保護者の偽りその他不正な行為の市町村への通知に係

る記録 

（4） 利用する子どもの保護者等からの苦情の内容等の記録 

（5） 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 （その他利用にあたっての留意事項） 

第１５条 当園では、原則として、車での送迎は行えないものとする。 

２ 当園では、川崎市健康管理委員会の承認がない限り、投薬は行えないものとする。 

３ 当園では、他の利用者に対する一切の宗教活動、政治活動及び営利活動は行えないも

のとする。 

附 則 



 

 この規程は、令和○年○月○日から施行する。 

 

別表 

受領する費用の種類 支払を求める理由 金額 

延長保育料 
延長保育に要する費用の一部を

御負担いただくもの 

利用する延長保育時間 

３０分につき 

月額１，０００円 

ただし、被保護世帯及び市

民税非課税世帯は免除 

補食代 
延長保育時に提供する補食代を

実費で御負担いただくもの 
月額 円 

主食代 
３歳以上児に提供する主食代を

実費で御負担いただくもの 
月額 円 

副食費 
３歳以上児に提供する副食費を

実費で御負担いただくもの 

月額 円 

ただし、年収３６０万円未

満相当世帯及び第３子（川

崎市が定める保育料と同じ

考え方）以降は免除 

○○代 

＜その他実費 

徴収額等の例＞ 

・帽子代、 

名札代、 

遠足費など 

学年ごとにそろえて購入する○

○代を実費で御負担いただくも

の 

１個○○○円など 

 


